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2021年1月22日 核兵器禁止条約発効

核兵器禁止条約の二本の柱

1．核兵器の全面的な禁止

2．核兵器による被害者の救済



Ⅰ 核兵器による被害者

1．広島・長崎の被爆者

2．核実験による被害者

3．核兵器の製造・維持のプロセスでの被害者



1．広島・長崎の被爆者



2．核実験による被害者

（出典：毎日新聞 2021年8月6日付東京朝刊）



3．核兵器の製造・維持のプロセスでの被害者

※条約内においては明確な言及はない⇔原子力平和利用との兼ね合い

※条約前文における「先住民」への言及→ウラン鉱山の採掘問題

※核兵器の製造、管理、廃棄のおける被曝のリスク

↓

核爆発を伴わない核兵器による被害者の救済をどうするか？



Ⅱ 被害者の救済

1．管轄国による支援（国内にいる被害者）

2．国際社会による支援（主に国外にいる被害者）

3．核爆発の実施国による補償

三本柱によるアプローチ＝被害者個人の救済の重視



1．管轄国による支援（国内にいる被害者）

※日本：被爆者援護法

※カザフスタン：セミパラチンスク核被害者社会的保護法

※マーシャル諸島：アメリカとの自由連合協定に基づく補償（核被害補償法廷
（Nuclear Claim Tribunal）による賠償の策定を含む）

⇓

被害者の要求に基づく対応：核兵器の違法性を必ずしも前提としているわけではない



2．国際社会による支援（主に国外にいる被害者）

※被害者の救済 ⇔ 「援助を提供することのできる締約国」というギャップ

※国際的な協力枠組みの未整備

※非締約国、国際機関、市民社会による協力の可能性



3．核爆発の実施国による補償

※核兵器保有国の条約への反対

※核兵器保有国による被害国への圧力の可能性：マーシャル諸島のジレンマ

※個別の補償協定の梃子となるか：フランスの態度変化



Ⅲ 核爆発による被害者の支援の意味

1．核兵器の違法性

※「核兵器による被害者」の救済の義務＝「加害」の違法性

2．被害者の権利

※正当な権利の確立＝不当な侵害の禁止

3．責任の明確化

※管轄国の責任＝被害者個人の権利としての救済
国際社会の責任＝国際社会による核兵器の違法性の確認
爆発させた国の責任＝国際的な不法行為による賠償責任



Ⅳ 被害者支援の実現へ向けて

1．被害者支援実現へ向けての課題

※「管轄国」による支援と環境回復という負担→被害国に負担を追加する？

2．国際社会による協力

※具体的な協力の内容と体制の未整備→締約国会議の重要性

3．市民社会の役割

※核兵器の解体と廃棄への関与の困難→被害者支援への具体的な貢献
⇓

「当事者意識」の自覚を促す



マーシャル諸島、エニウェトク環礁に作られた通称「ルニット・ドーム」。核実験でできたクレーター内に
放射能を帯びた土砂や資材等を埋め、直径約110ｍ、厚さ約50ｃｍのコンクリートでドーム状に蓋をしている。
近年劣化による放射能の漏洩の危険が指摘されている。（写真：アメリカ・エネルギー省）



（出典：中国新聞ヒロシマ平和メディアセンター）



新しい「核の被害者」を生み出さないために

世界は、私たちは、何ができるのか？
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